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【要約】 

 

本稿の目的は、日本の整理解雇規制が企業の生産性に与える影響を検証することにある。まず、

解雇規制が企業の生産性に影響を与える経路について、経済理論が示す仮説を整理する。その後、

企業の個票データを用いて日本の整理解雇規制が企業の生産性に与える影響を実証的に分析す

る。分析の結果、整理解雇無効判決が相対的に多く蓄積される時に、企業の全要素生産性が（3

年後）有意に減少することが分かった。さらに、解雇規制の強化は労働から資本への代替を促す

が、資本の深化によって上昇する労働生産性への影響は、全要素生産性が減少する効果に相殺さ

れ、全体としては労働生産性が有意に減少することも明らかにされた。つまり、特定の労働者に

対する雇用保護の影響は労働市場にとどまらず、企業の生産性への影響を通じて経済全体に広範

な負の影響を与える。 
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